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社会福祉法人つくばみらい市社会福祉協議会保育園職員給与規程 

 

第１章 総則 

 

（目的及び適用範囲） 

第１条 この規程は,社会福祉法人つくばみらい市社会福祉協議会（以下「本会」という。）

職員就業規程（以下「就業規程」という。）第１３条の規定に基づき,職員に支給する給与

に関して必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項職員とは,就業規程第３条第１項に定める職員のうち保育園職員（以下「正規職員」

という）をいう。 

３ 正規職員以外の会計年度任用職員については,契約書において定めることとする。 

 

（給与の種類） 

第２条 職員の給与は,第２章の給料,第４章の手当及び第５章の退職金とする。 

 

（給与の締切及び支払日） 

第３条 給与の締切期間は,当月初日から当月末日までの１ヶ月とし,その期間分を当月２１

日に支払う。ただし,当日が休日の場合にはその前日に支払う。 

２ 前項の規定は,期末・勤勉手当については適用しない。 

 

（給与の計算方法） 

第４条 欠勤,遅刻又は早退により,所定の勤務時間の全部又は一部について業務に従事しな

かった場合は,その従事しなかった時間に対する給与は支給しない。ただし,別に定めがあ

る場合は,その定めによる。 

２ 前項の場合において,従事しなかった時間の計算は,当該給与締切期間の末日において合

計し,１時間未満は切り捨てる。この場合,時間単価の計算は次のとおりとする。      

給料月額×１２÷（１週間の勤務時間数×５２週）＝時間単価 

３ 新たに採用された職員及び昇給した職員の給与は,発令の日から日割り計算による。月

の途中での休職,退職の場合も同様とする。 

４ 給与の計算により円未満の端数が生じた場合は,切り捨てる。 

 

（支払方法） 

第５条 給与は,通貨又は銀行振込で職員にその全額を支給する。ただし,法令により定めの

あるもの及び職員の過半数を代表する者と書面により協定したものは,これを控除して支

払う。 

 

（非常時払い） 

第６条 第３条の規定にかかわらず,次の各号のいずれかに該当する場合には,職員又は遺族

の請求があれば給与支払日前であっても既往の労働に対する給与を支給する。 
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(1)  職員及び職員の扶養家族の結婚,出産,疾病,災害及びやむを得ない理由による１

週間以上の帰郷  

    （2） 職員が死亡し,解雇され,又は退職した場合 

（3）その他やむを得ない事情があると法人が認めた場合 

 

（休職期間の給与） 

第７条 休職期間中の給与は支給しない。ただし,会長が特別の事情があると認めた場合は,

この限りではない。  

                   

第２章 給料 

 

（給与形態及び給料月額） 

第８条 職員の給料は,月給制とする。 

２ 職員の給料月額は,別表１で定める給料表による。 

３ 給料表の適用区分については,別表２－１の標準職務表及び別表２－２の昇格基準表に 

よる。 

 

（初任給） 

第９条 職員の初任給は,年齢,学歴,能力,資格の有無及び職務内容等を勘案し,各人ごとに

別表３の初任給格付基準表に基づき決定する。 

２ 職員となる前の職歴等の経験年数については,別表４の経験年数換算表に基づき換算    

する。 

 

（等級の変更） 

第１０条 昇格、職種の変更等により現に受けている給料表の等級に変更が生じた場合は,

昇給した日の前日に受けていた号給と同じ額の号給（同じ額の号給がないときは,直近上

位の額の号給）とする。 

 

                  第３章 昇給 

 

（定期昇給） 

第１１条 定期昇給は,毎年１回を原則とし,その時期は４月１日に行う。 

 

（特別昇給） 

第１２条 勤務成績が優秀な場合等,会長が必要と認めた場合は,定期昇給の他,特別昇給を

させることができる。 

 

（昇給制限） 

第１３条 次の各号に該当する者に対しては,昇給させないことがある。 



28 

 

(1) 休職中の者 

    (2) 勤務成績又は勤務能力の劣る者 

    (3) 欠勤のある者 

 

                  第４章 手当 

 

（期末手当） 

第１４条 期末手当は、６月１日及び１２月１日に在籍する職員（これらの日前１ヶ月以内

に退職又は死亡した職員を含む）に対して,毎年６月及び１２月に支給する。 

２ 期末手当の支給額は, 第１項の職員の当該日における給料月額に１００分の１００を乗

じて得た額に,基準日以前の期間におけるそのものの在職期間の次の各号に掲げる区分に

応じ,当該各号を乗じて得た額とする。 

    (1)  ６ヶ月 １００分の１００   

    (2) ５ヶ月以上６ヶ月未満 １００分の８０ 

      (3)  ３ヶ月以上５ヶ月未満  １００分の６０  

    (4) ３ヶ月未満  １００分の３０  

                                                                       

（勤勉手当） 

第１５条 勤勉手当は,６月１日及び１２月１日に在籍する職員（これらの日前１ヶ月以内

に退職又は死亡した職員を含む）に対して,毎年６月および１２月に支給する。 

２ 勤勉手当の支給額は, 第１項の職員の当該日における給料月額に６月に支給する場合に

おいては１００分の７０以内,１２月に支給する場合においては１００分の８０以内を乗じ

て得た額に,基準日以前の期間におけるそのものの在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ,

次の表に定める割合を乗じて得た額とするが,財源の状況により増減することがある。 

 勤 務 期 間 割 合  

 ６か月 １００分の１００  

 ５か月１５日以上６か月未満 １００分の９５  

 ５か月以上５か月１５日未満 １００分の９０  

 ４か月１５日以上５か月未満 １００分の８０  

 ４か月以上４か月１５日未満 １００分の７０  

 ３か月１５日以上４か月未満 １００分の６０  

 ３か月以上３か月１５日未満 １００分の５０  

 ２か月１５日以上３か月未満 １００分の４０  

 ２か月以上２か月１５日未満 １００分の３０  

 １か月１５日以上２か月未満 １００分の２０  

 １か月以上１か月１５日未満 １００分の１５  

 １５日以上１か月未満 １００分の１０  

 １５日未満 １００分の５  
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 ０ １００分の０  

 

（管理職手当） 

第１６条 管理職手当は,管理監督の地位にある次の者に支給する。 

   (1) 園長  月額 ３０，０００円 

   (2) 事務長 月額 ３０，０００円 

２ 前項に規定する職員には,超過勤務手当は支給しない。 

 

（主任手当） 

第１７条 主任手当は,次の者に支給する。 

   (1) 主任  月額 １５，０００円 

   （2）副主任 月額 １０，０００円 

 

（担任手当） 

第１８条 担任手当は,担任職の職員に対して月額７，０００円を支給する。 

 

（調整手当） 

第１９条 調整手当は,職員に対して給料月額の１５％の範囲で支給する。 

 

（超過勤務手当） 

第２０条 職員に対し,法定労働時間を超えて就業させた場合には,次の手当を支払う。 

      超過勤務手当  時間単価×１．２５×超過勤務時間 

 

（休日勤務手当） 

第２１条 職員に対し,法定休日に勤務を命じた場合には,次の手当を支給する。 

      休日勤務手当  時間単価×１．３５×休日勤務時間 

 

（深夜勤務手当） 

第２２条 職員に対し,深夜（午後１０時から午前５時）に勤務を命じた場合には,次の手当

を支給する。 

      深夜勤務手当  時間単価×１．５×深夜勤務時間 

 

（扶養手当） 

第２３条 扶養手当は,職員の収入によって生計を維持されている扶養家族を有する職員に

対して支給する。 

   (1) 配偶者 月額 １３，０００円 

   （2）その他 月額  ６，５００円 

 

（通勤手当） 
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第２４条 交通用具使用者に対する通勤手当は,次に掲げる使用距離の区分に応じ,それぞれ

次に定める月額を支給する。 

(1) 片道２ｋｍ未満              ０円 

(2) 片道２ｋｍ以上５ｋｍ未満     ２，０００円 

(3) 片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満    ４，２００円 

(4) 片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満   ７，１００円 

(5) 片道１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満  １０，０００円 

(6) 片道２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満  １２，９００円 

(7) 片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満  １５，８００円 

(8) 片道３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満  １８，７００円 

(9) 片道３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満  ２１，６００円 

(10) 片道４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満 ２４，４００円 

(11) 片道４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満 ２６，２００円 

(12) 片道５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満 ２８，０００円 

(13) 片道５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満 ２９，８００円 

(14) 片道６０ｋｍ以上       ３１，６００円    

 

（住居手当） 

第２５条 住居手当は，自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け，月額１２，００

０円を超える家賃を支払っている職員に支給する。 

２ 住居手当の月額は，次の各号に掲げる額（その額に１００円未満の端数を生じたときは，

これを切り捨てた額）とする。 

   (1)月額２３，０００円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額から１２，０００

円を控除した額 

      (2)月額２３，０００円を超える家賃を支払っている職員 家賃の月額から２３，００

０円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１６，０００円を超える

ときは，１６，０００円）を１１，０００円に加算した額 

 

（処遇改善手当） 

第２６条 処遇改善等加算を受給した際の処遇改善手当は，職員の職能等級に応じて給料月

額の３６％の範囲で支給することができる。 

２ 職能等級別支給割合は，別表５（処遇改善手当の支給割合）に定める基準による。 

 

                  第５章 退職金 

 

（退職手当） 

第２７条 職員の退職手当については，別に定める。 

別表１ 

      給料表 
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号 俸 

職 能 等 級  

１級 ２級 ３級 
  

 １ １３９，２００ １９７，２００ ２２２，９００  

 ２ １４３，９００ ２０１，６００ ２２９，０００  

 ３ １４９，４００ ２０６，５００ ２３５，２００  

 ４ １５５，５００ ２１１，２００ ２４０，８００  

 ５ １６２，４００ ２１５，７００ ２４６，２００  

 ６ １６８，８００ ２２０，２００ ２５１，６００  

 ７ １７４，４００ ２２４，７００ ２５６，９００  

 ８ １７９，３００ ２２９，１００ ２６１，８００  

 ９ １８３，７００ ２３３，４００ ２６６，３００  

 １０ １８７，６００ ２３７，２００ ２７０，７００  

 １１ １９１，５００ ２４０，４００ ２７４，９００  

 １２ １９５，１００ ２４３，３００ ２７８，８００  

 １３ １９８，２００ ２４６，０００ ２８２，６００  

 １４ ２００，９００ ２４８，５００ ２８６，４００  

 １５ ２０３，５００ ２５０，６００ ２９０，２００  

 １６ ２０６，０００ ２５２，０００ ２９２，９００  

 １７ ２０８，１００ ２５３，４００ ２９５，２００  

 １８ ２１０，２００ ２５４，８００ ２９７，２００  

 １９ ２１２，２００ ２５６，２００ ２９９，２００  

 ２０ ２１４，２００ ２５７，６００ ３０１，０００  

 ２１ ２１６，２００ ２５９，０００ ３０２，６００  

 ２２ ２１８，１００ ２６０，３００ ３０４，２００  

 ２３ ２２０，０００ ２６１，５００ ３０５，８００  

 ２４ ２２１，９００ ２６２，７００ ３０７，４００  

 ２５ ２２３，８００ ２６３，９００ ３０９，０００  

 ２６ ２２５，４００ ２６５，１００ ３１０，６００  

 ２７ ２２７，０００ ２６６，２００ ３１２，２００  

 ２８ ２２８，４００ ２６７，２００ ３１３，８００  

 ２９ ２２９，８００ ２６８，２００ ３１５，４００  
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別表２－１ 

            標準職務表 

 
等 級 標準的な職務 

 

 
１級 保育士,事務員,看護師,栄養士,調理員,その他の職務 

 

 

２級 
困難な業務を分掌する保育士,事務員,看護師,栄養士,調理員, 

その他の職務 

 

  

 
３級 園長および事務長の職務 

 

 

 

別表２－２ 

昇格基準表 

 
職 種 昇 格 基 準 昇格後の等級 

 

 
園 長 

事務長 
園長,事務長昇任時 ３級 

 

 保育士 

事務員 

看護師 

栄養士 

調理員 

その他 

１級職在職１２ヶ月以上で次の学歴区分

による経験年数を有する者 

 大学卒   ８年以上 

 短大卒  １０年以上 

 高校卒  １２年以上 

２級 

 

 

 

別表３ 

            初任給格付基準表 

 

職 種 学歴免許等 
初任給 

備    考 

 

 等級 号俸  

 保育士 
大学卒 １ ５ 

  

 事務員  

 看護師 
短大卒 １ ３ 

 

 栄養士  

 調理員 
高校卒 １ １ 

 

 その他  

                                           

 

別表４                                        

             経験年数換算表                       
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経 験 業 務 換 算 率 

 

 
職員の業務とその職種が同じであり,その業務につい

ての経験が職員としての業務に役立つと認められる

業務に従事した期間 

１００％以下 

 

 職員の業務とその業種が類似する業務に従事した期

間 
８０％以下 

 

 
その他の期間 ５０％以下 

 

  ※ １ 期間計算 

      常時勤務の場合は全期間を対象とし,パート業務等の労働日・時間を限定 

     されている場合は,その日数・時間を計算し年・月に置き換える。 

    ２ 経験年数による初任給の調整 

      新たに職員となった者の経験年数を算出する場合には,上記の経験年数換 

     算表により算出した期間を経験年数とする。 

    ３ 計算方法 

      （６０月まで／１２＋６１月以上／１８）×１ 

    ４ 端数処理 

      １年未満端数切捨て 

 

別表５                                        

             処遇改善手当の支給割合                       

 
職能等級 支 給 割 合 

 

 
１級 給料月額の３６％以内 

 

 
２級 給料月額の３４％以内 

 

 
３級 給料月額の３２％以内 

 

 

   附 則 

１ この規程は，平成２９年４月１日から施行する。 

２ この規程は，平成２９年５月２５日から施行し，平成２９年４月１日から適用する。 

３ この規程は，平成３０年１０月１８日から施行し，平成３０年４月１日から適用する。 

４ この規程は，平成３１年３月２０日から施行する。 

５ この規程は，令和２年４月１日から施行する。 

 


